





























































































































































































事 業 経 過月年
ニセコ町うるおいのあるまちづくり推進協議会設立７1990
ニセコ町魅力あるまちづくり基本構想策定３1991
ニセコ町本通り商店街商業活性化基本計画策定３
1992
ニセコ町まちづくり推進協議会設立10
ニセコ大橋に続き本通地区をマイウエイアワーロード事業として整備することが決定121993
まちづくり推進協議会での１年半・80回に及ぶ協議の結果、ニセコ四季の彩り「綺羅綺羅街道」自然と
調和したまちづくりを目指して―という報告書のまとめ
３
1994 「ニセコ町市街地区街路整備計画」の策定10
ニセコ「綺羅綺羅街道」推進会議設立（町長が会長）10
ニセコ大橋開通（380ｍ）11
道道岩内洞爺線（本通地区）道路改良事業着手４1995
「ニセコ町まちなみ環境整備事業」が国の事業認定を受ける３
1996
「ニセコ町本通地区景観整備計画」を策定３
ニセコ町景観形成地区として本通地区を指定し、本通地区景観形成基準を制定５
「綺羅綺羅街道」推進会議内に住民会議を置く５
住民会議に協定委員会を設置
ニセコ「綺羅綺羅街道」まちづくり協定締結
協定委員会にまちづくりコンサルタント置く
「ニセコ町まちなみ修景事業補助金要綱」制定６
「ニセコ町道道街路整備中小企業公的資金利子助成交付金要綱」制定
北海道電線類地中化協議会において、ニセコ綺羅綺羅街道電線類地中化を合意111998
ニセコ町より提供された資料に基づき、作成時国際学研究科院生の安藤正知が作成した表を北島滋編著『グローバリゼーション化の非成長型中
小都市とまちづくり』（2003年刊行）P.20より転載。
21世紀型住民自治におけるトライアングルの形成に向けて
―北海道ニセコ町の住民・行政・議会の関係を事例にして―
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存在する。町はそれらの一般住宅の建設費用を
1996年６月に制定した「ニセコ町まちなみ修景
事業補助金要綱」に基づく補助金等で賄った。
2001年２月、本通地区、全長730m、全幅23
ｍ、歩道両側６ｍ×２、車道11ｍの拡幅工事
が完工し、ニセコ道の駅から駅前温泉「綺羅の
湯」までの全長2.3㎞の綺羅街道が完成した。こ
の綺羅街道完成に至る一連の過程で、第１に、
まちづくりが住民主体（＝参加）で行われ、住
民自治の基礎が形成されたこと、第２に、まち
づくりは住民参加だけでは限界があり、行政が
そこに加わり、住民・行政協働のまちづくりと
いう実践の基礎が形成されたことである。第３
に、このまちづくりの過程で、商工会青年部の
構成員から、住民側のリーダーを輩出したこと
である。第４に、この住民・行政協働のまちづ
くりの過程で、話し合いの場に行政側から参加
していた企画観光係長逢坂氏が、やがて町長と
なるという行政側のリーダーも形成されたこと
である。
この当時観光以外に全国的にも知られていな
い北海道の片田舎のニセコ町で形成されたまち
づくりは、経済のグローバル化の進展で、全国
的に地域（産業・人口流出・コミュニティ機能
等を含む）の疲弊化とその事態に対応せざるを
えない住民による自発的コミュニティ機能の再
生であったと意味づけることができる。つまり
全国的に大きな流れとなっていたコミュニティ
機能再生（＝市民と行政の協働によるまちづく
り）と連動するものであった。ただニセコ町が
他の中・小規模自治体と異なっていたのは、そ
れら自治体の先駆的モデルとなる新しい運動を
提起していたことである。（３）
４．住民参加・議会・首長の責任の軽重をめぐ
る問題… 20世紀型二元的代表民主主義の
限界
（１）二元的代表民主主義と住民参加をめぐる住
民と議会の矛盾
二元的代表民主主義において、首長のリーダ
ーシップのもと、行政が提起する施策の提案を
選挙で選ばれた議員で構成する議会が予算を含
図－２ 拡幅前と拡幅後の本通地区商店街 ニセコ町ＨＰより転載
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めて審議・議決すること（議会のチェック機能）、
そして議決された事案の実施とその結果につい
て行政（首長）が責任を負うこと、これが二元
的代表民主主義の原則である。
住民と行政の協働による計画・施策が首長の
説得にもかかわらず議会で否決された場合はど
うなるのか。首長は住民と協議・修正して改め
て議会に再提出する。それも否決された場合、
首長は住民と協議して提出を見送るか、議会を
解散し、出直し選挙を実施するかの選択に迫ら
れる。住民と首長との協議で創られた政策が議
会で拒否されることはままありえる。これに対
して議会と住民（＝有権者）との関係において、
住民は議員、議会に対して抵抗権は持っていな
いのか。もちろんある。第１に、住民署名によ
り議案に反対した議員に対する解職請求であ
る。第２に、住民署名による議会解散請求であ
る。この制度を用いた住民の議会に対する対抗
の前に、当該議員に投票した住民による議員へ
の説得という方法はある。住民による首長、議
会へのチェックは選挙と自治制度を通した住民
署名による請求権の行使か、住民運動である。
いずれにして実施するにはかなりのエネルギー
を必要とする。綺羅街道形成過程において、町
議会議員（議会）と住民との話し合いを含む協
働が希薄であったことは否めない。理由は、多
くの町会議員が農村を選挙母体としたからであ
り、綺羅街道は街場の問題と考えたということ
もある。行政（＝首長）と住民との協議で策定
された政策が議会の権限を侵す、つまり議会は
政策の審議権だけではなく、政策策定権限を有
しているからである。議会を飛び越えてという
問題が、場合によっては議会と住民、首長との
対立を引き起す。二元的代表民主主義の原理的
矛盾である。
（２）逢坂町長のまちづくりに関する基本方針
まちづくりの過程で、町長候補として逢坂氏
が住民の中で認知される。彼の基本的考えは、
「住民参加を促しつつ、住民の意見を受け入れ、
最終的に行政（首長）が責任をとる」というも
のであった。住民参加は少なくとも1990年代
には形式的には全国的に定着していた。しか
し、ニセコ町が全国的に注目されたのは、住民
図－３ 綺羅街道
ニセコ町ＨＰより転載
21世紀型住民自治におけるトライアングルの形成に向けて
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参加を条例でバックアップしたことであった。
それが情報公開条例（1998年）であり、まちづ
くり基本条例（2001年）の制定であった。この
条例には、前記したまちづくりに関する逢坂町
長の基本的考え方がよく反映している。
1998年の情報公開条例は、行政職員と住民の
間にはまちづくりに関する情報格差があり、そ
れを可能な限り縮小し、住民の知る権利を保障
することにあった。子供たちと親が一緒に利用
する公園（広場）を例にとると、建設に関する
法律、かかる費用等についての専門的知識の質
量は行政職員の方が一般住民より圧倒的に多
い。公園づくりのテーブル（＝委員会）につい
ても、職員の言い分が通ってしまう可能性が大
きい。これでは形だけの住民参加に過ぎなくな
ってしまう。住民参加の意欲を逆に削いでしま
いかねない。逢坂町長はこのような事態を克服
するために、例えば、公園づくりに住民が必要
とするすべての情報を開示し（個人名の入った
情報は除く）、職員との情報格差を少しでも縮
小しようとした。重要なのは、住民が必要とす
るすべての情報の開示であり、そのことを住民
に保障する。もちろんそうは言っても、行政の
プロと住民というアマチュアの間には格差が残
ることも事実である。行政のプロの公園づくり
の視点はこれまでの経験と法律によって固定さ
れているが、これまで行政が作ってきた公園を
利用してきた親の視点はそれとは異なる。利用
してきた親の方が、子供にとっての危険性、利
便性を十分理解できている。ここに住民と行政
の協働による政策づくり、実際に建設されてい
る状況を＜診る＞ことに意味がある。
この問題をさらに克服すべく2001年にまち
づくり基本条例が制定された。その核心部分
は、住民が関心を持ったまちづくり施策に参加
したいと考えれば、だれでも参加できる、とい
う条例による参加の権利を保障したことであ
る。情報公開条例とこのまちづくり基本条例が
結びつくことにより、逢坂町長が構想した「住
民参加を促しつつ、住民の意見を受け入れ、最
終的に行政（首長）が責任をとる」という＜ま
ちづくりニセコ方式＞が形づくられ、この方式
が全国の自治体から注目を浴びたわけである。
20世紀末から21世紀に転換する時点で、住民
参加を謳っていても形式の域を出なかった他の
自治体と比べるとニセコ方式は確かに先駆的で
あった。（４）
（３）まちづくりの主体形成と住民・議会の関係
条例を実体的に担う主体は、綺羅街道形成過
程での住民参加（議論、説得・合意、計画策定、
基準策定、交渉等）において形成されたといえ
る。住民参加と行政との協働は大きく前進した
が、問題は、住民と議会との関係が旧来型にと
どまっていたことである。
二元的代表民主主義から21世紀型住民・議
会・行政の新たな関係形成の萌芽はニセコ町に
おいて形成された。2005年第１次まちづくり
基本条例が改正され、その中で「議会の役割と
責務」が追加された。その改正部分の主要な論
点は、住民・議会協働による計画策定にかかわ
る部分である。
「第６章２ 議会は広く町民から意見を求め
るよう努めなければならない」（５）と規定され、
努力義務ではあっても住民参加による議会活動
という理念に一歩近づいている。住民と議会協
働によるまちづくは現時点では実現されていな
いが途は拓かれた。
５．21世紀型住民自治の形成に向けて
（１）20世紀型住民自治の内実
住民―行政―議会の関係について検討してみ
たい。住民と行政の間で問題が生じたと仮定す
ると、1960年代は反対型住民運動を組織し、直
接行政（首長等）に解決を要求した。1970～80
年代に入り、反対して阻止するあるいは要求を
通す運動から、解決案を提案する提案型住民運
動へと転換した。1990年代は、問題解決のため
に、その審議の中に住民が参加する参加要求型
住民運動へと大きく変わった。これを住民―行
政―議会の関係で見ると以下のようになる。
①住民と行政の関係でいえば、行政サービス
の改善要求、あるいは新たに政策を要求す
る。問題の解決ができなければ、住民運動
北島 滋
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を組織して行政に解決を要求する。
②住民と議会の関係は希薄であり、政策等に
関する陳情、議案審議の傍聴・監視くらい
である。もちろん有権者として議員の当落
を握るが、組織的な＜落選運動＞は口で言
うほどやさしくはない。
③議会と行政の関係は濃密である。行政（首
長）側から議会に提出された議案、その中
には予算、政策、条例等を含む。それらを
議会の承認を得るため、行政と議員との間
で質疑応答が行われ、最終的には議決に持
ち込まれる。議員からは議員立法（政策、
条例等の提案）により行政に予算化の要求
を行い、議会での予算審議・議決を人質に
議会の意思を通すこともできるが、議員立
法は極めて稀なケースである。行政側は予
算を通すために議会対策、さらには影響力
のある議員に対して事前に根回しする等
様々の方法がとられる。20世紀型住民自
治は、住民参加は未だ十分な実績を積んで
おらず、住民―行政―議会の関係の間に
＜協働＞という概念は形成途上であった。
とりわけ住民と議会の関係が希薄であり、
＜協働＞という概念それ自体が存在しなか
った。
（２）21世型住民自治におけるトライアングル
の形成
ニセコ町を事例にとると、住民と行政の関係
では綺羅街道形成に至る過程で住民の主体的力
量が上がり、それと相まって行政との＜協働＞
で政策形成のための情報共有（＝知る権利）が
条例によって保障された。更に、まちづくりへ
の参加の権利が同じく行政との＜協働＞で条例
によって保障された。
最も希薄であった住民と議会との関係が
2005年のまちづくり条例の改正により、＜議会
は広く町民から意見を求めるよう努めなければ
ならない＞ということで、議会と住民との＜協
働＞の一歩を踏み出した。議会と行政の間の関
係は、政策審議（予算を含む）、政策立案、政策
評価において＜協働＞と＜独立＞（相互不可侵）
の緊張関係が双方に強く要請されたといえる。
困難ではあるが、慣れ合いの関係・慣行からの
脱皮である。
ニセコ町の住民自治を踏まえて、これを再構
成すると以下のようになる。今あるまちづくり
の課題を計画として策定するとすれば、次のサ
イクルを通る。
住民・行政協働型計画策定＋住民・議会協働
による計画策定→首長（行政）への要請→住民・
議会・首長（行政）協働による計画実施・評価
＝21世紀型住民自治のトライアングルへと構
成される。ここでの特徴は第１に、住民と議会
の協働による計画策定を入れたことである。そ
して第２に、計画実施・評価を３者協働で行う。
もちろん課題はある。第１は、住民・行政の協
働の計画と住民・議会協働の計画をどのような
＜場＞で審議・修正・決定するかである。第２
は、これが一番の課題であるが、住民自治とは
いえ参加する住民は他に仕事を持っている場
合、あまりにも過重負担になるのではないか、
というそれである。ともあれ、20世紀末から展
開した参加要求型住民運動は、住民生活に関わ
る行政の事案に住民も行政も協働で審議し決
定・実行する。併せて、住民と議会も協働で審
議し決定・実行する、という方法に進化した。
（３）21世紀型住民自治における相互チェック
による恣意的行動の規制
住民、首長（行政）、議会の関係において、よ
くあることだが、住民自治を構成する３要素が
それぞれ恣意的に行動することである。それを
どのように制御するかである。まちづくりのあ
る課題を住民が首長に提起する。住民→首長と
いうベクトルである。首長の合意を得るために
は提案・説明・対話（質疑）・説得を通して合意
に至るルートの制度化が不可欠である。そして
首長→住民という逆のルートにおいても、住民
案検討・逆提案・説明・対話（質疑）・説得から
必要に応じて修正・合意に至る制度化である。
論理的には区別されるべき相互のチェック機能
であるが、実態的にはおそらく同時進行で行わ
れる。
21世紀型住民自治におけるトライアングルの形成に向けて
―北海道ニセコ町の住民・行政・議会の関係を事例にして―
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住民と議会の相互の関係においても、提案・
説明・対話（質疑）・説得・合意（修正を含む）
に至る相互のルートの制度化により恣意的行動
を制御する。議会→首長、首長→議会の関係に
おいては、これまで形成されて実施されてきた
制度がある。首長は議会に提案（政策・条例を
含む）・説明・対話（質疑）・説得・合意（修正
を含む合意＝議決）である。議会から首長に対
しても同様のルートで相互の制御機能が働く。
ニセコ町の住民自治が住民・行政・議会の相
互に制御するトライアングルとして完成された
のか、と問えば＜否＞である。まちづくり基本
条例に記載されていることと現実との間にはギ
ャップがある。住民と議会の関係も進化を続け
ているが、途半ばである。しかしそのギャップ
を埋めていこうとしているニセコ住民の不断の
努力も事実として存在する。（６）
注
（１）マイウエイ・アワーロード事業は、地域住
民と町が協力しながら、地域の特色を生か
した道づくりをするのを狙いとしている。
（２）綺羅の意味は、春：川面キラキラ、夏：並
木キラキラ、秋：大空キラキラ、冬：雪が
キラキラで、ニセコ町の四季を現したもの
である。
（３）綺羅街道形成過程の分析については、安藤
雅智「Ⅱ部 行政と住民による協働のまち
づくりの動態」（pp.17-40）に依拠し、北島
が執筆した。北島滋編著『グローバリゼー
ション化の非成長型中小都市とまちづく
り』研究代表者北島滋、平成13年度～平成
14年度科学研究費補助金・基盤研究（Ｃ）
（２）・研究成果報告書、平成15（2003）年
３月刊行
（４）逢坂氏によれば、まちづくり基本条例、情
報公開条例のキーワードである「まちづく
りへの参加の権利の保障」「情報共有」とい
う理念は、町民との綺羅街道形成に向けて
の対話の中で直接的に形成されたものでは
なく、行政に従事する中で抱いたとされ
る。逢坂町長が、筆者の前職の大学で講演
した際に、筆者が逢坂町長と直接インタビ
ューした時に本人から聞いたものである。
とはいえ、まちづくりの将来像、それに向
けての行政・住民の関係は町長の個性が反
映される。
（５）この改正は、住民と議会との溝を埋める意
味で大きな前進である。ニセコ企画環境課
「ニセコ町まちづくり基本条例」ポケット版
p.29
（６）2019年９月に開催した旭川大学地域研究
所主催の研究会で、北島がニセコ町の共生
社会形成の現状を発表したが、本論文はそ
の共生社会を形成したニセコ町の住民自治
の仕組みに焦点を合わせて執筆をした。
＊住民自治に関する膨大な業績がこれまでに蓄
積されている。それらの中から注目すべき業
績をレビューはしたが、本論文では、それら
については割愛し、改めて別途論稿としてま
とめたい。
北島 滋
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